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C 1 J 対「華」強硬政策の推進
(1) 対「華J21条要求と排蓑= I満 ~IÞI独立」工作
① 日本の対独参戦と貿易の進展
1914年7月勃発した第1次大戦は， 日本帝国主義にとって「大正新時代の天
佑J(井上馨〉であり， I千載一遇の時局J(寺内毅〉であると受けとめられた。
日本の対独参戦は， ドイツ武装商船撃破のためにイギリスによって要請された
ことに一応基づいているが，むしろ， 日英同盟を口実に陸軍はー早く山東出兵
を行ない，海軍はマーシャル，マリアナ，カロリン等南太平洋のドイツ領諸島
を占領したと言った方がよし、。山東半島青島占領後は，中国側による日本軍撤
退要求にもかかわらず，軍政を布き山東鉄道管理を継続したので、ある。
ここで重要な点は，第ーに，同盟国イギリスのために参戦し，山東出兵，ドイ
ツ領南太平洋諸島占領とし、う軍事行動をとったのではないという点と併せて，
第二に，その直後，スウェーデンのストックホルムで， ドイツ大使ルチウスと
日本公使内固定槌が会談し，そのとき内田が， 日英同盟の「よしみ」で謬州湾
を占領したが， 日本の対「華」政策に対する真の妨害者は英・露であり， 日本
の陸軍(とくに親独勢力〉はドイツの勝利を信じ，欧州派兵はしないと語って
いること，第三に，一方ドイツも対日接近のほかに対露接近を行ない，露独単
独講和が実現すると， ロシアが日本を撃破し， I満州J(中国東北部，以下，単
に満州、!と略す〉に前進できるという利点を強調(対日フリーハ γ ド保障〉し，
日本に向つては対露フリーハンドを示唆するとしづ秘密交渉にもとづく二股外
交を展開していたことである。
帝国主義間同盟の本質の一端が伺い知れるところであるが，こうした秘密外
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交が交差する中で，日本は再び対独苦戦中のイギリスから1916年2月に，ィ γ
ド洋，シンガポール方面への軍艦派遣の要請と，翌年1月に地中海派遣の要請
をうけるという「好機」に応えて， 1916年 3月には軍艦8隻をシンガポールに
派遣し凹7年2月には地中海へも派遣したので、あつよ
こうした日本陸海軍による軍事的行動に随伴し支持されるという形で，貿易
市場の範囲は， これまでの領域を越えて，交戦国の軍需品注文と交戦国植民
地・半植民地・従属国で多くを占めるアジア・アフリカ・太平洋の空白地域に
拡大していったのであるO 第 1表の総需要構成の1913'"'-'16年(大むね大隈内閣
期と一致する〉期についてみると，この時期，景気をリードしたのは輸出で、あ
ることが明らかである。そこで，次にこの輸出を含めた貿易構造について，若
干，その動向と特質に触れておくことにしたい。
まず，商品別輸出では，生糸の後退に対し綿製品が進出し，併せて交戦国の
軍需品注文で重化学工業品が伸びている。特に，世界的船不足のために汽船需
第1表国民総生産・総需要構成
個出人消費支 本民形間成固定資 政府支出|うち軍用投資1翁 出 総需要
実額|比率 実額|比率 実額|比率|実額|比率 実額|比率 実額|比率
蓄百万円基) % 
1913年 4.407 68.9 469 7.3 714 11. 2 81 1.3 807 12.6 6，394 100.0 
1914年 3， 766 68.9 205 3.8 736 13.5 87 1.6 758 13.9 5，464 100.0 
1915年 3， 784 67.3 189 3.4 691 12.2 71 1.3 961 17.1 5，625 100.0 
1916年 4，345 62.9 251 3.6 690 10.0 76 1.1 1，622 23.5 6，908 100.0 
1917年 5，656 59.9 305 3.2 1，013 10. 7 161 1.7 2.301 24.4 9，436 100.0 
1918年 8，084 62.2 568 4.4 1，441 11.1 248 1.9 2，910 22.4 13，004 100.0 
対年比前伸び
1914年 0.85 0.44 1. 03 1. 07 0.94 0.85 
1915年 1. 00 0.92 0.94 0.82 1. 27 1. 03 
1916年 1.15 1. 33 1. 00 1. 07 1. 69 1. 23 
1917年 1. 30 1. 22 1. 47 2.12 1. 42 1. 37 
倍 1918年 1. 43 1. 86 1. 42 1. 54 1. 26 1. 38 
政府支出=政府固定資本形成+政府支出経常講入。
中村隆英『戦前期日本経済成長の分析』付表第1表 335Pより作成。
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要が増大したが，一方では，鉄鋼自給率の低さのために輸出を大きく阻害した
ことが指摘されなくてはならない。
商品別輸入では，綿花は，インド，アメリカに依存し，鉄は)1916年イギリ
ス， 1917年アメリカ，インドの各輸出禁止と相まって，朝鮮，満州，中国依存
へ代替していく動きがみられた(これら地域への資本輸出と対応する〉。
次に，市場別輸出をみると，まずアメリカ，中国が低下し，これに代わって
先述した交戦国植民地・半植民地・従属国を多く含むアジア，アフリカ，太平
洋地域が増大する O これらの輸出は，戦時中とし、う多分に一過性的性格のもの
であったと言うことができるが，他方では，この時期の外交および軍事政策上
の展開をみていく上では，きわめて重要な動向であったという点を指摘してお
き7こし、。
市場別輸入では，逆にアメリカ，中国が，鉄，綿花，石炭等の不可欠の基地
として位置づけられるようになった。
こうした貿易構造の変化に対応して，綿花輸入=対インド入超，綿製品輸出
=対中国出超というアジア地域(銀貨流通圏〉の決済メカニズムをめぐる円為
替圏構想が，第1次大戦という「千載一遇の時局」において浮上してくるO い
わば，日本を中軸としたアジア圏貿易決済機構に関する戦略的構想であったと
言えよう。この場合，この決済機構円滑化の前提として，中国の対日貿易赤字
を補填する対「支」借款が不可欠であった。大戦下銀貨騰貴の中で，中国の金
本位制への胎動と対応して，のちには，これら借款が西原借款等の幣制改革借
款の性格を帯びることになるのであるO
② 対「華J21ケ条要求とその限界
1914当時， 日本の中国投資は，国家財政(一般会計〉歳出のほぼ70%に相当
する4.45億円にものぼっていたが，そのうち地域別では，満州投資が最大で
59.6%を占め，上海の13.5%，その他の中国が26.9%の割合であった。また，
投資別では，直接事業投資が87.7%，中国政府借款4.4%，中国会社投資が7.9
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%であったが，これら投資中の直接事業投資
では，満鉄だけで56.8%を占めていた。
日本の第 1次大戦参戦，山東出兵の戦略的
目標は，したがって中国の占める貿易上・資
本輸出上の利権保護とならんで，第2表にみ
られるように，創業以来の満鉄の実績に支え
られた満州支配の一層の固定化にこそ，より
大きなウエイトがおかれていたものと考えら
れる。そのねらいの具体的あらわれこそ，対
「華J21ケ条要求そのものに外ならなかった。
この点，要求当事者の加藤高明(外相〉自
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第2表満鉄の実績
(単位千円〉
|収入|支出|収益
1907年 12，543 10，527 2，017 
190;3年 18， 149 16，036 2，114 
1909年 23，143 17，372 5， 772 
1910年 24，988 21，280 3，708 
1911年 28，235 24，567 3，667 
1912年 33，634 28， 708 4，926 
1913年 42，522 35，355 
1914年 44，804 37，263 7，541 
関東庁財務部『満州財政経済資
料j(1931年1月)252-3 Pよ
り作成。
身， I自分が要求の眼目としたのは第2号J (南満州および東部内蒙古にかん
する件〉であるとしていることからも明らかであるが，原敬も，第1号(山東
省〉や第5号(日本人の中国財政・軍事顧問就任，警察の合弁化，日本人警察
官の採用等〉については， I少くとも米国位と戦ふの決意、なかるべからず，途
方もなき問題なり」として一蹴し， I各国よりは孤立すべしと覚悟せざるべから
ω 
ず」としているように，当時，支配層のほぼ共通した考えや最大のねらいが，
満州の独占的支配に限定されていたものと言うことができるO
事実，第5号については，列強，特にアメリカの強硬な反対にあって， I五
項ハ本交渉ト引離シ後日改メテ協商スルコトトナスヲ承諾ス」として交渉を保
留せざるを得なかったことでも明らかである。むしろ，これを契機として，ア
メリカは対日牽制策の一環として中国参戦支持をイギリス，フランス， ロシア
とともに日本に要求してくる O これに対し日本は，中国が参戦を通じて発言を
強化するのを恐れて拒否するが，この一連の動きにみられるように，漸次，日
米対立が顕在化してきたものと言えよう。
このような列強の対日姿勢の中で，対「華J21ケ条(全5号〉要求のうち，
第4号(中国沿岸すべての港湾と島!興を他国に譲渡または貸与しない旨約束す
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ること〉は実現困難であり，結局，残りは第3号(漢冶葎公司の合弁事業化〉
であった。しかし，この合弁化も，中国人民の反日運動の高揚を背景に， 1915 
年11月哀世凱政権の特准探採暫行弁法制定によって，外国人による単独および
合弁の鉄鉱石採掘が禁止され，促進が困難となったので、ある。かくて，満州の
独占的支配の確定=第2号の実現こそ，当面，中国政策の最大目標として，改
めてクローズアップされてくるのである。
① 「満州独立」工作と「日支親善」政策
1916年3月，大隈内閣によって決定された中国政策は， 1"日支親善ノ基礎ヲ
作ルニ在リ」としながらも，他方では， 1"帝国ニ於ケル民間有志者ニシテ衰氏
排斥ヲ目的トスル支那人ノ活動ニ同情ヲ寄セ金品ヲ融通セントスルモノアリ，
政府ハ公然之ヲ奨励スルノ責任ヲ執ラサルト同時ニ之ヲ黙認スル」という事実
上，蓑打倒方針の採用であったO
その具体的工作方法こそ，田中義一参謀次長の指揮下で，衰世凱の統治能力
欠如を暴露するために，満州をはじめ中国各地に無秩序状態を演出することで
あった。当時，中国では，哀の帝制問題と関連して，一方では，日本，イギリ
ス， ロシア 3国共同による帝制延期勧告が行なわれ，他方では，中国支配層聞
の権力斗争と言える「第三革命」が開始されていた。
すなわち， 1915年12月，梁啓超，察鍔等が震世凱政権擁護から反帝制運動へ
転換したのを皮切りに，雲南の李烈釣，都督康継実等と護国軍を組織して雲南
独立宣言を行なったのを手始めとして，以降， 1916年3月の震の帝制取消を前
後して，貴州，広西，広東等で独立宣言が続き，その中で4月，段棋瑞を国務
総理とする第1次段政権が成立するのであるo 8月には，国会が再開され， 10 
月には段棋瑞の安徽軍閥への対-抗の意味をも含めて直隷派軍閥海国障が副総統
に選出された。したがって， 1"第三革命」と言っても，北洋軍閥支配は全く不
動だったので、ある。
このような中国の政情を利用して， 1915年末，参謀本部は，まず青木宣純中
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将を上海に派遣し，中国南方の反衰運動を支援させよこうした軍部の工作と
併行して，日本の財界からも，翌年2月に山東・華南方面で久原房之助が孫文
に対して70万の借款供与を行ない， また，満州方面でも大倉喜八郎が宗社党
〈清朝復興運動体〉に 160万円の軍資金を融通すると言う積極的な動きがでて
ω 
くる O まさしく軍・財一体による排衰工作であったと言えよう。
さらに参謀本部は，同年3月に，土井市之進大佐，次いで小磯国昭少佐を満
州に派遣し宗社党を援助して， I満州独立」工作を促進させよ同 5月には，
宗社党を援助する三村豊予備大尉〈川島浪速一派〉が張作宗の馬車に体当りし
て爆砕するとし、う張暗殺未遂事件がおきている。
ところが， 6月に入ると蓑世凱が死去したことにともない，家元洪が大総統
に就任したことで，参謀本部を中心とした排蓑=I満州独立」工作〈満蒙挙事〉
は中止された。裳元洪を利用して，南北調整を行なわせる方針に転換したので、
車場
あるO
こうして，朝鮮銀行と黍=段政権の聞に奉天省借款100万円が成立し，また
同時に北京政権から停戦命令が出される等，大隈政権下のこの頃より，のちの
寺内政権 (10月4日成立〉で本格的に展開される「日支親善ノ基礎」の創出=
{鬼儲政権づくりが，すでに開始されていたと言うことができょう。
しかし他方では，満州の独占支配(対「華J21ケ条要求第5号の満州での
実現〉をめざして，鄭家屯事件に代表されるような工作が，依然，根強く続行
されていたことも看過できないところである。鄭家屯事件とは，林公使が述べ
ているように， I事件ノ起リハ我ー商人ト支那兵トノ間ニ起レル普通有リ勝ノ
衝孔から， 8月に鄭家屯駐在日本軍と奉天(張作累〉軍が衝突し，日本軍戦
死者11人を出したものであったO その直後，宗社党支援のため満鉄沿線の郭家
居に到着した蒙古パプチャップ軍に対して， 日本軍が武器を供給して蒙古へ帰
還勧告したため，パプチャップ軍は撤退しようとするが，それと同時に奉天軍
とパプチャップ軍とが衝突し日本軍が出動してパプチャップ軍を護衛すると
似)
いう，いわゆる郭家庖事件が起きている。
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これらの事件は，日本軍によって，南満州，東部蒙古における日本警察の駐
在権，同地方中国軍への日本人軍人顧問傭璃等，対「華_j21ケ条要求第5号と
的
同内容を満蒙で要求・実現するための格好の材料に仕立てあげられた。言い換
えれば，大隈内閣の中国政策における事実上の最終目標が，満州におけるこの
第5号要求とその実現にあったものと言うことができょう。
(訪 日露軍事同盟路線への転換
① 日露協約の経緯
排衰=1満州独立」エ作と表裏一体の役割を果たしたのが， 1916年7月締結
の第4次日露協約であった。もともと，この協約=日露同盟に至る経緯につい
ては， 1907年7月，満州をめぐるドイツ，アメリカおよび中国ナショナリズム
への対抗から締結された第 1次日露協約が起点である。日露両国にとっての第
1次協約のもつ意義については，この協約を包囲するような露仏同盟， 日英同
盟，英仏協定， 日仏協約，さらには英露協約とし、う相互にからみ合う国際的・
国家間的関連をもちながらも， ロシアの東清鉄道， 日本の長春以南の利権とい
う満蒙における共通利害を共有し，殊に日本の場合，朝鮮支配にとってこの協
約が不可欠の条件だったことにある O
日露戦争における英米の日本支持も，元を系しせば満州でのロシア勢力を駆逐
し，利権の再分割と獲得にあったのだから，アメリカ鉄道王ハリマン， E.H.に
よる満鉄の日米共同経営要求等に代表されるようなアメリカの満州進出の具体
化に対抗して，さらに1910年7月には第2次日露協商が締結されなければなら
なかった。かつての支持者と対決しかつての敵と結合することによって満州
利権の確保を維持しようとしたので、ある。しかし，その協商相手のロシアさえ
も， 1帝国国防方針」に従って言えば，あくまでも仮想敵国の筆頭だったこと
的
には変りはなかった。
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② 第4次日露協約締結とその意義
以上のような経緯をふまえて， 1916年 1月にロシア東亜局長コザコフから，
日本に日露協商の一層の強化を目的とした同盟案が提議され， 2月に駐露大使
本野一郎から，東支鉄道支線の譲渡を条件として兵器提供等，日露同盟締結の
ω 
申入れが行われた。こうして，同 7月に第4次日露協約が締結されたので、あ
る。
したがって，以上の経過からみても，この条約の目的が対外政策の基調を満
州の確保におくこと，かつアメリカとの関係からその効力を事実上失った日英
同盟の空白を補填することにあったことは言うまでもなし、。その目的を実効た
らしめるために，条約第1条で， I日本国ρ(露西亜国ハ〉露西亜国ニ〈日本国
ニ〉対抗スル何等軍事上ノ協定叉ハ連合ノ当事国トナラサルへシ」とし，第2
条で， I両締約国ノ一方ニ依リ承認セラレタル他ノ一方ノ極東ニ於ケル領土権
叉ハ特殊利益ヵ侵迫セラルルニ至リタルトキハ日本国日本国及露西亜国ハ其ノ
権利及利益ノ擁護防衛ノ為相互ノ支持又ハ協力ヲ目的トシテ執ノレヘキ措置ニ付
協議スへシ」と規定されたが，むしろ，全6条からなる秘密協約にこそ，実質
的意義がおかれていたものと言うべきであろう。すなわち，その第1条で， I支
那国カ日本国叉ハ露西亜国ニ対シ敵意、ヲ有スル第三国ノ政事的掌握ニ帰セサル
コトヲ緊要ナリト認メ(中略〉前記事態ノ発生ヲ防止セムカ為メ執ルヘキ措置
ニ付協議スヘシ」とされ，第2条では， IC前略〉両締盟国ノ一方ト前条ニ記述
セル第三国トノ間ニ宣戦アリタル場合ニハ締盟国ノ他ノ一方ハ請求ニ基キ其同
加)
盟国ニ援助ヲ輿フ(後略)J とされているように，中国利権を第3国(アメリ
カ〉の干渉から「防衛」するための相互軍事同盟たるところに大きな意義がお
かれていたのである。
かくて，日英同盟から日露同盟へ比重を移動させることによって，対独戦で
苦戦中のイギリスは勿論のこと，アメリカの干渉も，またロシア自身の干渉も
排除して，独占的に「満州独立」工作を推進し，さらには中国への積極政策を
強行してし、く基盤が形成されたものと言うことができょう。
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第3表 国際収支表(収支尻〉
A 貿易外収支 B I 
貿易収支 旅行 I運輸 I保険 I投資収益I政府取引1サそーのビ、他スI小計
1913年 ム0.78 o. 07 I O. 42 I O. 00 ム0.53 ム0.10 ム0.08 ム0.22
1914年 0.00 0.00 0.40 ム0.01 ム0.54 0.04 ム0.11
1915年 1. 57 0.06 0.50 0.00 ム0.19 ム0.15 0.24 
1916年 3.68 0.16 1. 59 0.01 0.84 ム0.18 2.42 
1917年 5.92 0.18 2.79 ム0.16 ム0.03 ム0.22 2.56 
1918年 2.75 0.14 4.60 0.11 ム0.19 ム0.57 4.09 
『長期経済統計14 貿易と国際収支j224-5 Pより作成。
(3) 与国財政援助の開始とその背景
① 宥和政策と在外正貨の増大
中国政策，とりわけ満蒙政策の軍事的保障が第4次日露協約であったとすれ
ば，与国(連合国〉財政援助は，満蒙政策推進のための経済的あるいは約束手
形的役割を果すものであったと言える O つまり， 日露軍事同盟を軸として，ア
メリカとの対立をはらませながら， I満州独立」工作を中心とした中国積極政
策を強行しようとする場合，交戦中とは言え，与国，すなわちイギリスやフラ
ンス，帝制ロシアに対する宥和政策こそ不可欠の前提だったのである。その具
体化が与国財政援助に外ならなかった。
こうした政治的・軍事的サイドからする戦略的要請は，当時， 日本が直面し
ていた貿易・金融関係からの要請，つまり累積する在外正貨の処理・運用上か
らの要請と合致した。
在外正貨の増大について，結論的には第3表国際収支表(収支尻〉に表われ
ている。同表をみると， 1913年では，経常収支は赤字型，資本収支は黒字(外
資導入〉型という日本資本主義にとって本質的な特徴とも言える後進国的構造
を呈していたが， 1914年を転換期として，翌日年からは逆転して，経常収支黒
字，資本収支赤字(長期資本輸出〉型とし寸先進国的構造に移行しそれとに
もない総合収支も黒字が継続するようになった。しかし総合収支の黒字にも
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(単位億円〉
移転収支 C D=A+ 資本収支 E F=D B+C 十 E 金転銀移 在貨外増正減
転民間移 I政転府移 I小 計 経支常収 長本期資I短本期資 I小 計 総支合収
0.29 ム0.24 0.05 ム0.96 0.96 0.17 1.13 0.17 ム0.15 0.32 
0.23 ム0.21 0.02 ム0.10 ム0.14 ム0.19 ム0.33 ム0.42 ム0.09 ム0.34
0.24 ム0.15 0.09 2.31 ム0.79 0.09 ム0.70 1. 60 ム0.07 1. 67 
0.39 ム0.16 0.23 6.35 ム4.49 0.11 ム4.38 1. 97 0.90 1. 08 
0.43 ム0.16 0.27 9.75 ム3.94 ム1.77 ム5.71 4.05 2.49 1. 57 
0.54 ム0.14 0.40 8.51 ム5.82 2.32 ご~3.50 5.02 0.10 4.92 
かかわらず，当時， ヨーロッパの交戦国の多くが金輸出禁止政策を採用してい
たこととも関連して，金銀の移転(金の輸入〉がともなわずに，それだけ分，
在外資金(正貨〉が増大し累積することになったのである。
① 貿易金融政策の展開
第3表にみられるように，商品(貿易〉収支黒字にもかかわらず，貿易業者は
受取勘定を在外資金として累積せざるを得ないとなれば，貿易政策上，大きな
危機を招致することになる。かくて，政府・日銀による貿易金融政策が展開され
ることになるが，この政策展開自体に在外正貨累積の要因が包含されていた。
まず¥政府・日銀は，横浜正金銀行をはじめ台湾，朝鮮，三井，三菱等の各
第4表外国為替銀行の為替取扱高(買為替〉 (単位億円〉
|横浜正金銀行|台湾銀行|朝鮮銀行|三井銀行|三菱銀行
1913年 10.10 1. 44 0.00 0.15 0.01 
1914年 8.18 1. 43 0.00 0.25 0.01 
1915年 7.88 3.67 0.01 0.33 0.00 
1916年 12.91 6.40 0.21 0.59 0.13 
1917年 20.26 12.88 0.69 1. 68 0.22 
1918年 30.05 21. 32 2.88 1. 05 0.49 
通産省論『商工政策史j6巻31P (出典，東洋経済新報社編『金融六十年史j290P) 
により作成。
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為替銀行を通じて，貿易金融(外国為替買取〉政策を推進するのであるが，その
結果として，第4表にみられるように，横浜正金銀行および外国為替銀行の外
国為替取扱高は，特に1915年以降急増した。したがって，これら外国為替銀行に
とっては，為替取扱高の増大に対応した為替資金の調達を不可欠としたので、あ
る。そこで，その調達方法として，増資，株式払込(自己資本増加〉や市中の金
融緩慢期におけるコール資金
吸収が促進されたが，あくま
でその中心は，第5表にみら
れるように，日銀の外国為替
倒
貸付への依存にあった。第5
表をみると， 1915年から1916
年にかけて， 日銀の総貸付高，
第5表 日銀の外国為替貸付高と横浜正金銀行
買為替残高 (単位億円〉
i総日貸付銀高|期日末残銀高|正期金末買残為替高
1914年下期 10.79 0.47 1. 35 
1915年下期 4.64 0.21 1. 45 
1916年下期 36.58 1. 21 2.56 
1917年下期 60.81 1. 99 4.12 
1918年下期 118.62 4.44 5.56 
『現代日本産業発達史XXVI銀行j180P表1[-10
期末残高，また横浜正金銀行 (出所， ~金融六十年史j) より作成。
の買為替手形期末残高がともに急増していることからも，そのことが伺える。
しかし，日銀を中心とした多額の借金に依存する為替銀行にとっては，次の
ような困難と経営上のリスクを背負わざるを得なかった。その第ーは，国内で
の多額の借金が，内外金利差による損失を招致すると言うリスクを随伴するこ
とであり，第二は，海外での代金滞留が外国貨幣の価格変動によるリスクを随
第6表在外正貨の所有別構成 (単位億円〉
日 S長 政 府 よ口』 言十
累積額|増 減 累積額|増 減 累積額|増 減
1914年末 0.90 }0.21 1. 23 }1.45 2.13 }1.67 
1915年末 1.11 
}0.71 
2.68 
}0.36 
3.79 
}1.08 
1916年末 1. 83 3.04 4.87 
1917年末 1. 88 }0.05 4.56 }1.52 6.44 }1.57 
1918年末 2.60 }0.72 8.76 }4.19 11. 35 }4.92 
『日本金融史資料j22巻24Pおよび『現代日本産業発達史XXVI銀行j180P表1[-
11より作成。増減合計については，第3表の「在外正貨増減」と一致する。
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伴することであった。こうした為替銀行の困難・リスクの解決策として，政府・
日銀は，貿易政策上，為替銀行のかかえる在外資金を積極的に買入れることに
よって，自らがリスクを負担することで対処した。そのため，政府・日銀は，第
6表にみられるように，膨大な在外正貨を累積させる結果を招いたのである。
② 在外正貨の利用策と与国政府の公債引受
政府の在外正貨買入れの財源は，預金部資金および一般会計剰余金，その他，
園内での公債募入金であったが，累積する在外正貨の利用策としては， 1"差向
キ外債ノ償還ヲ行ヒタリ，然ルニ貿易ハ引続キ輸出促進ヲ示シ，加フルニ軍需
品ノ売却代金ノ受入多カリシヲ以テ〈中略〉有利ナル外国証券ヲ購ヒ之ヲ利殖
スル」とし、う方策が採用されたのである O 換言すれば，内外債の償還・借替と
海外放資=与国財政援助によって在外正貨を活用・決済していく方策であっ
たO
まず第一に，大隈内閣期にみられる内外債の償還・借替については，まず，
1915年10月，英貨鉄道債券約3，000万円と翌年4月仏貨国庫債券約4，000万円
を償還目的で，各々同額の鉄道債券を発行した。次いで， 1916年3月に法律第
34号公布で外債整理償還のために必要ある時，国債整理基金特別会計法第5条
の規定によらずに内国債を発行できるとして， 5分利付国庫債券2，000万円の
発行が行なわれたO しかし，内外債借替方針については，寺内内閣成立と同
時に打切られ，結局，この方法による貿易金融は 9，000万円にとどまったので、
(吟
ある O
こうして，第二に，在外正貨の利用策としては，政治的・軍事的戦略にもと
づく与国=列強宥和政策の目的にした財政援助を促進し，同時に，その場合，
「有利ナル外国証券ヲ購ヒ之ヲ利殖スル」ことを目指すことになった。第7表
によって，ほぼ大隈内閣期に相当する1916年までの与国政府の公債引受状況が
明らかであるが，引受主体は政府大蔵省預金部およびシンジケート団18行〈第
一，三井，十五，第百，日本興業，朝鮮，台湾，安田，第三，横浜正金，三十
-29-
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国別|発行年月日l証券名称|発行額l利率|
万円分
第7表与国政府公債の引受
発行目的
向上
|引受機関
シンジーケー
ト18行
大蔵省預金部
預金部
大蔵省預金部
1916年121英国政府円
月15日 |国庫債券 1 10，000.016.0 
イ 11916年71英国鶴貨大 1千万ポンド|にハ|在ニューヨーク政府資金
ギ|月 |蔵省証券 !C5，769万円〉巳了|ヲ以テ……引受
1 英米為替調節ニ資スル目
1 1(¥1 ，.，c::f= 1英国円貨大 o (VV¥ 1¥1 r: r:1的ヲ以テ・…一本邦市場ニ
11917年末|蔵省証券 1 8，000.01 5.51起債シ之ヲ米国ニ回金セ
ス 1 |ントスル希望
小計I 一。II 
1917年 3 1仏国円貨大 12，624.21 6.01軍需品購入代金ノ支払ニゴ (蔵間L-，.UL-'t.L-1u.V[酌ル為メ
1917年71第1次仏国 15，000.016.0 
月7日 |円国庫債券
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四，浪速，住友，鴻池，加島，近江，山口の各銀行と三菱合資銀行部〉であ
り，対象はこの時期はイギリスとロシアに集中していた。また目的は，在外正
貨の運用による相手国の購入軍需品代金支払のための公債引受であったことが
車場
分る。
かくて，在外正貨の処理・運用と宥和政策さらには利殖という一石二鳥の方
策を通じて，中国政策，とりわけ「満州独立」工作が強行されていったので、ある。
C2J 軍事=経済「自立」化政策
(1) 政策基調=r自立」化政策一一「満州独立」工作と対応一一
① 防務会議の設置と軍備充実
防務会議は，すでに第1次大戦直前の1914年6月に設置されていた。その目
的は，軍事施設審議機関たることにあるとされているが，実際は，同年6月の
(吟
衆議院本会議での大隈首相の演説で明らかなごとく， r国防」と「外交及財政
ト調和ヲ保」ち， r一致調和ヲ保」つこと，換言すれば，国務〈行政〉と統師
との統ーをめざすことにあった。
天皇制国家は人民との対決において，絶えず自己を固め，固有の堅固な権力
機構を形成したはず、で、あったが，その天皇制国家機構は，生成・確立とともに
権力内部の不統一と権力争いの結果として，無責任体制とも言える固有の内部
矛盾を露呈した。具体的には，内閣と軍部，軍政と軍令，陸軍と海軍，内閣と
議会，その他，国政を左右する枢密院，元老の存在，とりわけ行政と統師の矛
盾こそ国家意志決定上の最大の困難となったのである O これらの矛盾を幾分な
りと緩和し，解決してし、く方策として設置されたのが防務会議で、あったとすれ
ば，のちの政府・大本営連絡会議の原型が，すでに第1次大戦とし、う臨戦体制
期に形成されていたものと言える。統師権の独立に対する内閣・陸海軍省との
矛盾は，殊に1920年代以降，大きくクローズ・アップされ，国家改造の一つの
課題とされるに至るが，その本格的論議が，この防務会議の設置によって開始
されたと言っても過言ではないであろう。
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しかし，防務会議設置による国務と統師との統ーを実現してし、く現実の過程
において，内部矛盾は軍部の優位の下に解決され，軍部優位の上に統ーがはか
(35) 
られていったのである。
こうして，山東出兵，謬州湾占領， ドイツ領太平洋諸島占領から，中国内政
への軍事的干渉，さらには「満州独立」工作と，第1次大戦下における日本独
自の臨戦体制への突入に対応して，軍拡財政にもとづく軍備の充実が推進され
ていったのである O まず， 1914年9月，参戦にともなう臨時軍事費特別会計法
が制定され，臨時軍事費予算5，100万円(実行4，590万円〉が計上された。以降，
1915年3，050万円， 1916年2，360万円と1914'"'-'16年間で合計1億円が投入されて
ω 
いるo 1915年6月には，陸軍朝鮮軍2個師団増設費追加予算5，822万円，海軍
納
軍艦建造費，航路補助費等が決定された。
② 鉄道整備7ヶ年計画
1906年3月に実施された鉄道固有化は，国内輸送と財政収入の強化という目
的と同時に，軍事的統ーとし、う戦略的目標が伏線として設定されていた。実施
にあたっては，全私鉄17社，総額4億7，631万円(一般会計歳出とほぼ同額〉
で買収したが，財源を5分利付交付公債で賄い，購入価格を建設費の約2倍の
査定にして，財閥を中心とした鉄道会社に巨大な利益を付与し足。
その結果，株価は高騰し，景気上昇 CGNPが一挙に成長〉して，民間企業
の成長をみるが，同時に重要な点は，朝鮮の京釜・京義両鉄道の固有化と安奉
〈安東一奉天間〉線，同年の鉄道国有化と対応して， 8月に設立された満鉄
(旅順一長春〉線を含めた全区聞が，関釜をはさんで日本の鉄道と連結するこ
とによって， 日鮮満のアジアの大動脈が連結したことである O
こうした戦略的鉄道計画とその整備を継承して， 1907年からさらに国内国有
鉄道の拡張計画が実施された。 1912年末では，拡充継続費のうち，建設費2億
5，261万円，改良費4億5，226万円，合計7億488万円の財源が鉄道収益以外，
不足分の公債・借入依存で、賄われ72
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こうして第1次大戦下になり， 1915年には， 1907年計画を修正した7ヶ年計
ω 
画が策定され，同年6月の帝国鉄道会計法の改定で一般会計からの借入れが可
能とされた。特別会計に占める帝国鉄道会計の比重は， 1913"-' 16年期でみると，
トップの国債整理基金の比重が36.8%から28.0%へ低下するのに対して，逆に
22.0% (第2位〉から27.1%へ上昇して第1位に接近する。鉄道財政の増大
と対応して営業キロ数は延長し， 1913年の 8，807.4キロメートルから1916年の
9，428.3キロメートルへと拡張された。この間， 1913年4月には米原一直江津
聞の北陸本線が全通して北陸米の海運利用が鉄道利用に移行し，翌年11月に
は，郡山一新津聞の岩越線も開通する O 鉄道収益も， こうして1913年の9，680
倒
万円から1916年の 1億2，450万円に増収となったので、ある。
③ 染料医薬品製造奨励法制定の軍事的意義
1915年6月に制定された染料医薬品製造奨励法の実質的内容は，第2条「帝
国法律ニ依リ設立シタル株式会社ニシテ其ノ資本ノ半額以上及議決権ノ過半数
カ帝国臣民ニ属スルモノ命令ノ定ムル所ニ依リ帝国ニ於テ染料叉ハ医薬品ノ;製
造業ヲ営ムトキノ、本法施行ノ日ヨリ十年ヲ限リ之ニ補助金ヲ交付スルコトヲ
得J，第3条「補助金額ハ会社ノ配当シ得ヘキ利益ヲ毎営業年度ニ於テ其ノ払
込株金額二対シ年百分ノ八ノ割合ニ達セシムヘキ金額トス」および第9条「勅
令ヲ以テ指定スル火薬爆薬ノ原料薬品ノ製造ハ之ヲ染料叉ハ医薬品ノ;製造ト看
倣ス」の 3ケ条に要約されている O つまり，その骨子とするところは， 10年間
の補助金交付と 8%の利益保証，および軍部の要請による火薬原料を奨励法の
対象とすることにあった。
ところで，同法制定の背景は，言うまでもなく第 1次大戦を契機とする世界
的染料不足にあった。 1913年段階で，全世界の化学工業生産のうち， ドイツが
24%，アメリカ34%，イギリス11%，フラ γス9%であったが!輸出ではドイ
ツが27%，アメリカ10%，イギリス16%，フランス 3%のJI顕であり，大戦が勃
発すると， I戦争以来化学工業ノ原料品或ハ化学工業品ハ輸入カ止ツタモノカ
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多」く，特にドイツによって世界の 9割が供給されていた染料の不足は一層顕
著となったのである。価格は騰貴し，一段と深刻化する。
このような状況に対処するために，まず， 1914年9月，染料輸出禁止令が布
かれ，次いで同11月には，化学工業調査会が設置されて，化学工業「自給」化
の方策を検討することになったのである。第 1次大戦とは「化学戦」であると
いう認識の下に，各国によって，特に染料工業自立化政策が採用されはじめ，
また軍部によって輸入途絶の爆薬原料(グリセリン， トリオール，石炭酸〉の
国産化の要望が出されたこと， また輸出の中心である繊維生産のために必要
な染料国産が不可欠となったこと等を背景にして，東京商業会議所によって同
調査会設置の建議がまとめられるに至ったのであるO こうして設立された調査
会は，早急に活動を開始し，短期間のうちに一つの調査・審議の結果をタール
誘導工業育成策として提起する。この育成策こそ，染料医薬品製造奨励法の根
幹をなすものであった。すなわち，同育成策によれば，まず第一に，奨励法第
2条および第3条に相当するものとして，誘導品である染料，医薬品の生産会
社に10年間8分配当保証のための補助金交付を提案する。この場合，タール蒸
留業に対する保護助成は含まれず，染料の範囲から硫化染料も除外されてい
る。第二に，火薬爆薬の原料を染料医薬品とみなし補助指定品種として保護
対象に含めたのは，奨励法第9条に相当し，まさしく軍部の要望・圧力による
ものであった。さらに第三に，同育成策が，資本の半額以下を外国に開放する
道を聞いているのは，将来，外国からパテントを買い，外人技術者を雇用する
場合，先方から要求されることを想定してのことであり，これ等は同じく奨励
法第3条で実現した。
以上のように奨励法は，その制定過程において明らかなごとく，軍部，財界
による軍事的・戦略的要求と資本の利潤保証要求とをそのまま組み込んで成立
したので、あった。
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④ 官営製鉄所の拡張と鉄鋼「自給」政策
1906年の第1期官営八幡製鉄所拡張計画においては，鋼材年産が9万トンか
ら13万トン目標ヘレベルアップされ， 1，088万円3年継続費が計上されたが，
1911年の第2期拡張計画では，鋼材年産30万トン， 1，238万円5年継続事業とし
て着工された。途中，行政整理で1年繰延べされて1915年に継続事業として，
ベンプール工場建設費，第2厚板工場建設費合計376万円が追加されたが，さ
らに第1次大戦下で鉄鋼需要が逼迫し，事実上，第2期修正拡張計画として
3，500万円6年継続費で鋼材65万トン目標の事業が設定されたのである70
この間，原料確保のため， 1908年設立の漢冶再公司借款が推進され， 1908---
例
13年間に11口， 2，872.7万円が供与された。第1次大戦下では，既にみたよう
に対「華J21ケ条要求第3号において，漢冶拝公司の合弁事業化が目標とされ
たが，中国人民の反日運動を背景に震世凱政権の1915年11月の特准探採暫行弁
法制定によって，その推進は頓挫せざるを得なかったので、ある。
こうした状況下で， 1916年2月第3期拡張計画が，総工費7，888万円，鋼材
料。
年産75万トン (1920年完成〉を目標として設定された。同計画の要旨によれば，
「一朝時局ニ際シ軍器ハ勿論，鉄道，造船，機械製造等ノ鉄鋼需要者ヲシテ非
常ナル困難ヲ惹キ起サシメ，延テ我国運の進展ヲ阻害スルコト甚少カラザル」
ために， r兼テ支那漢冶薄煤鉄廠砿有限公司ノ借款義務ヲ完全ニ履行セシムル
上ニ於テ最モ必要ナリト認メ，製鉄所第三次拡張調査ヲ行」ったとしているよ
うに，排蓑=r満州独立」工作と対応した漢冶拝借款にもとづく原料供給強制
とし、う軍事的発動を基礎にした製鉄所拡張計画だったことが明らかであるO
また， 1913年漢冶拝借款(横浜正金銀行) 1，500万円の場合，遊鉄800万ト
ン，鉱石 1，500万ト γを供給義務とし1915年には大冶鉄山450万トンの高炉建
設が計画されたように，原料鉄鉱石の確保のみならず，鋼材の現地生産を目標
として，いわば日「支」一体関係にもとづく鉄鋼「自給」生産体制が目論まれ
ていたのである。このような強硬政策を通じて，兵器の独立，海軍軍拡の推進，
鉄鋼「自給」の達成が， r千載一遇の時局」下で構想されたのであった。
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⑦ 経済調査会の設置
これまでみてきたように，防務会議の設置と軍拡路線の推進，軍事的・戦略
的要請をはらんだ鉄道の整備・拡張，および化学・鉄鋼生産「自給J政策の強
行等が，特に第1次大戦下，山東出兵やインド・地中海派兵， r満州独立」工
作とタイアップして展開されたが，そうした中で， 1915年末以降，景気の回復
がみられるようになった。こうした情勢に対応して，大限首相を会長として設
置されたのが経済調査会で、あるO
その目的については，調査会規則第 1条に「欧州戦争ニ伴ヒ施設スヘキ経済
上必要ナル事項ヲ調査審議ス」とされている点，実際は，大隈首相自身，調査
会設置にあたっての演説で述べているように，戦争によって「被害ヲ受ケタコ
トハ戦争ガ熔ムト同時ニ消滅シテ仕舞フノテアリJ，それと「同様ニ戦争ノ為
ニ受ケタ利益モ同時ニ消滅シテ仕舞フコトヲ覚悟シナケレパナルヌ，此時突然、
(5:>) 
ニ起リマスル利害ノ為ニ此調査会ノ必要ヲ感シタ所以Jとし、う危機意識にもと
づくその打開策樹立にこそあったと言うべきであろう。戦争による景気上昇や
有利な貿易上の立場は，単に欧州戦争という「一過性」にすぎないとしづ認識
から，戦後に招来するであろう恐慌・不況に対処するために，まずは官・軍・
財一体となった調査会組織を設定し， r総意」を結集して経済「自立」強化の
具体的答申が打出されることを期待したので、ある。
言い換れば，経済調査会設定の目標は，大隈内閣期に強行された外交および
軍事=経済政策の総点検であり，かつ国の内外の場における新たな飛躍の可能
制)
性を探究することにあったと言うことができょう。したがって，向調査会から
の答申は，化学工業政策や関税政策，満州銀行や日支銀行設立案等を含んだ資
(54) 
源・植民地政策，さらには製鉄奨励法等，のちに実際に具体化され強行されて
いく政策が多く含まれるという大きな「成果」をあげたので、ある。
(補論〉 米価政策について
第1次大戦下前半(大隈内閣〉期は低米価であり，後半(寺内・原内閣〉期
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は高米価である。 I開戦後低落物価ノ調節ヲ加ヘタルモノ生糸及米ノ二品」で
あったが，生糸は輸出低下で蚕糸会社を設立するという形で救済策が採用され
た。しかし「米ハ直接ニ戦争ノ影響ヲ被リタルモノニアラサルモ豊穣ヲ主因ト
シ，開戦後ノ財界ノ不況其他ヲ副因トシテ」価格が低落した。そのため， 1915 
年 1月米価調節令を公布して，米価低落防止上，蔵相が必要に応じて米の買入
れ売渡できるようにしたので、ある。臨戦体制下，海外派兵や「満州独立」工作
等と「挙国一致」の必要上， I農民ノ困苦ヲ救済スル」とし、う建前は不可欠で
あり，また常食米の一定確保は不可欠だったから，決して減反政策は採用しな
かったので、ある。しかし 3'"'-'5月期に買上げられた正米は30万石で、効果がな
く，建前程度にすぎなかった。
かくて， 10月段階に至ると，米価調節調査会が設置され，農相の諮問に対し
て，同会から米輸出奨励，低利資金の供給，米の鉄道輸送運賃引下げ¥田租納
期の臨時繰下げ等と言う，やや現実に接近した内容を骨子とする応急的調節案
制)
が上申されるに至った。農民の経営逼迫と不満の蓄積に対する一定程度の農民
対策が不可避の段階に至ったからである。しかし以降，景気回復の下で米価
はその渦中に巻き込まれ，農民の不満はそらされていったので、ある O
(劫 金融「合理」化と貿易金融政策
① 低金利政策と金融「合理」化
すでに述べたように，貿易(輸出〉促進政策上，日銀による外国為替銀行に
対する為替貸付は増大した〈第5表参照〉。さらには為替銀行の為替リスクを
負担するために，為替銀行の在外資金の買上げを行ない，そのため日銀の在外
正貨は，政府の在外正貨とともに増大・累積したのであった(第6表参照〉。
この場合， 日銀の在外正貨増大・累積は，正貨準備・保証準備として通貨発行
増大の誘因となる。事実，第8表にみられるごとく銀行券発行が増大したため
に金融が緩慢となり，金利が低下した。ただし金融緩和→金利低下は，単に
成行き上の現象では決してなく， 1915年9月の政府・日銀聞における協定によ
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つぞ， 日銀の横浜正金銀行ほか外国為替銀行に対する貸付利子を低率とする
(公定歩合以下の利率とする〉政策が採用されたことと関連していたのである。
このような協定下で， 1916年4月に日銀は公定歩合をさらに2厘引下げて 1
銭8厘とし，同 7月にも 2厘引下げ、1銭6厘とした。また，同12月には，金融
界の安定をはかるために，低率貸出実施を発表する。このように，一方では低
金利政策にもとづく貿易金融と一般貸付促進政策を推進していくが，他方で
は，下級金融機関整備のため， 1915年に貯蓄銀行条例を改正して定期積金，据
置貯金取扱業者を貯蓄銀行として規制し，また無尽業法を公布して営業を免許
制とし，資本金3万円以上で資金運用も限定するとし、う金融機関の整理・「合
側
理」化を低金利政策と同時併行的に推進したので、あった。
① 政府在外正貨の増大と貿易金融の促進
こうして在外正貨の増大とともに正貨準備は増大し，通貨発行の増大が低金
利政策と結びついて金利低下を招くことになるが，実際には，第8表にみられ
るように銀行券発行高の増大に対して正貨 第8表銀行券発行と正貨準備
準備増大割合の方が上まわった (BjA)。
これは， 1914年7月に政府・日銀聞におい
て， 日銀の所有正貨および横浜正金銀行か
ら買上げの正貨を政府が買上げるという協
ω 
定が結ばれ，いわゆる金不胎化政策が採用
されたことによるものである。ニうして第
1913年
1914年
1915年
1916年
1917年
1918年
|襲撃高正:l!i:BlI"lIil山
4.26 2.24 52.6 
3.86 2.18 56.6 
4.30 2.48 57.8 
6.01 4.11 68.3 
8.31 6.50 78.1 
11.45 7.13 62.3 
8表にみられるように B/Aの比率が，逆 『現代日本産業発達史XXVI銀行』
30P付録表1-3および37P付録表
に増大したのである。 II-2ωより作成。
このように在外正貨の買入れは，主として政府が一般会計剰余金と大蔵省預
金部資金に依存して行なった(第6表の政府と日銀の在外正貨所有比率を参
照〉。かくて1914年末'"'-'1918年末聞の政府・日銀両者の在外正貨買入れ額をみ
ると，日銀買入額が1.70億円であるのに対して政府買入額は7:52億円と日銀の
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約4.5倍にのぼった〈第6表〉。このように貿易資本や為替銀行等独占資本の利
益擁護のために専ら国民より収奪した国家財政資金が投入され，回収され得な
い在外正貨の多くは，そのまま与国財政援助その他の軍事的・戦略的意図のた
めに投機されることになったので、ある。
(3) 特別会計規模の拡大と地方財政の逼迫
① 国家財政(一般会計〉
1.歳出
以上みてきた対外政策や軍事=経済政策の推進・強行と対応した大隈内閣
(1913"-'16年〉期の財政構造について，以下若干検討しておこう。まず，歳出総
額では1914年までが増大，以降1916年にかけて低迷しているが，そのうち行政
費も同じ傾向で，比重では第1位を占めながらも1914年までの増大，以降の低
迷となっている(第9表参照〉。これは「自立」政策の重要部分が特別会計で実
施され，その他一般行政費の社会政策や一般産業政策費が低額で，しかもその
第 9表国家財政(一般会計〉歳出
行政費 軍事費
実額l比率 実額|比率 実額|比率実額|比率
実額億円
1913年 2.03 35 1. 92 33 1. 43 25 5.74 100 
1914年 2.97 46 1.71 26 1. 43 22 6.48 100 
1915年 2.42 42 1. 82 31 1. 20 21 5.83 100 
比率% 
1916年 2.24 38 2.11 36 1.16 20 5.91 100 
1917年 2.72 37 2.86 39 1. 36 19 7.35 100 
1918年 4.70 46 3.68 36 1. 37 13 10.17 100 
対前年比{IホF 
1914年 1. 46 0.89 1. 00 1.13 
1915年 0.81 1. 06 0.84 0.90 
1916年 0.93 1.16 0.97 1.01 
1917年 1. 21 1. 36 1.17 1. 24 
倍 1918年 1.71 1. 29 1. 01 1. 38 
『明治以降本邦主要経済統計j] 132-3 Pより作成。
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多くが地方へ委任事務として押つけられた結果で、あったことを物語っている O
次に軍事(陸海軍省〉費は， 1915年以降，比重を31%から36%へ上昇させ，
1916年には第1位の行政費の38%に肉薄するに至った。ただし，この軍事費も，
第10表に示されている通り，一般会計・特別会計の軍事費および臨時軍事費特
別会計軍事費，その他の軍事的性格の強い事業費を総合計した額と合わせて検
討する必要がある。この総軍事費でみると，山東出兵，地中海派兵， I満州独
立」工作等とその裏付けである 2個師団増設や軍艦建造費その他と対応して，
1913年以降一貫して膨張しつづけ，これを一般会計歳出規模と比較してみると，
1913年にはすでに58.4%としづ比重を示していたが， 1916年には実に69.4%と
第10表軍事および戦争関連費 (単位百万円〉
常備国防費 戦費 小計 戦争関連費
子国債利
合計
事般会|明叫主臨事別時費会軍計特晴医者書省以軍戦外(+十63)(十=52)(十41)  小計 A I B 
(7) I (8) (+9)(=8) (7) 。 日+1)(=9)(6)(+田)(=10側
1913年 191. 9 3.2 0.4 0.0 192.3 27.3 27.3 115.5 219.6 335.1 
1914年 171.0 5.4 0.5 45.9 4.7 222.0 28.1 28.1 95.4 2fiO.1 345.5 
1915年 182.2 21. 5 0.5 30.5 26.4 239.6 28.8 28.8 120.6 268.5 389.1 
1916年 211. 4 32.2 0.6 23.6 37.5 273.2 29.5 29.5 107.4 302.7 410.1 
1917年 285.9 45.9 0.6 34.8 69.5 390.8 0.0 29.9 29.9 107.3 420.7 528.0 
1918年 368.0 61. 6 0.8 125.7 146.8 641. 3 0.5 30.9 31. 4 117.8 672.7790.51 
『長期経済統計7 財政支出j]187P による。
第11表国債現在高 (単位百万円〉
内 国 {責 外 国 債 短期証券 総 額
実 額|比率 実 額|比率 実 額|比率 実 額|比率
1913年 1，055 40.8 1， 529 59.2 2，584 100.0 
1914:ft- 992 39.6 1，515 60.4 2，506 100.0 
1915年 1，028 41. 3 1，461 58.7 2，489 100.。
1916年 1， 097 44.4 1，370 55.6 2，468 100.0 
1917年 1，360 50.4 1，339 49.6 2，699 100.0 
1918年 1， 741 57.0 1，311 43.0 3，052 100.0 I 
朝日新聞社論『史料明治百年j]653Pより作成。
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いう巨額な規模を占めるに至ったことが分る。この点からしても，この時期す
でに財政の軍事化が大きく進展していたと言っても過言ではないであろう。
一般会歳出中，第3位の国債費は，国債現在高の減少と対応して(第11表参
照)， 1916年にかけ低下傾向をみせた(第9表参照J。その分，軍事費や産業経
済費へまわされたものと言える O ところで，第11表より国債現在高をみると，
内国債は前述した通り外債借替の国債発行合計9，000万円とも関連して， 1914 
年以降増大したが，一方，外債は償還が進んで減少し，結局，総額では外債償
還が上まわって若干の減少をみたので、ある。
2.歳入
まず，第12表より歳入第1位の租税・印紙収入をみると，比重は一貫して低
下しているが，伸びは1915年から上昇をみせているO そこで，第13表により租
税収入の内訳から主要租税項目の動きをみると，所得税は一貫して増大してい
るが，地租は1915年まで比重こそ増大しているが伸びは1914年以降低下してお
り，逆に酒税が1914年以降比重の低下にもかかわらず1915年以降伸びで上昇を
第12表国家財政(一般会計〉歳入
租印税紙収お入よび 専売益金 財官産業収・官入有 ノ4ス2、- 債 前入年れ度繰 その他 ム口 言十
実額|比率 実額|比率実額(比率実額|比率実額|比率実額|比率 実額|比率
実額億円
1913年 4.00 55.4 0.69 9.3 0.80 11.1 0.13 1.8 0.94 13.0 0.66 9.1 7.22 100.0 
1914年 3.72 50.6 0.55 7.5 0.81 11. 0 0.11 1.5 1.48 20.1 0.67 9.1 7.35 100.0 
1915年 3.45 48.7 0.69 9.7 0.99 14.0 0.02 0.0 0.86 12.1 1. 08 15.2 7.09 100.0 
比率〉96 
1916年 3.87 47.6 0.67 8.2 1. 41 17.3 0.02 0.0 1. 25 15.4 0.91 11.2 8.13 100.0 
1917年 4.83 44.5 0.78 7.2 1.72 15.9 0.17 1.6 2.23 20.6 1.12 10.3 10.85 100.0 
1918年 5.85 40.0 0.90 6.1 1. 99 13.5 0.28 1.9 3.50 23. 7 2.28 15.4 14.79 100.0 
対壬比伸び前ド
1914年 0.93 0.79 1. 01 0.85 1. 57 1. 02 1. 02 
1915年 0.93 1. 25 1. 22 0.18 0.58 1. 61 0.96 
1916年 1.12 1. 42 1. 00 1. 45 0.84 1. 15 
1917年 1. 25 1.16 1. 22 8.50 1. 78 1. 23 1. 33 
倍 1918年 1. 21 1.15 1.16 1. 65 1. 57 2.04 1. 36 
『明治以降本邦主要経済統計J132~ 3 Pより作成。
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第13表租税収入構成
酒 税 砂消費糖税 織消費物税 関 税 印紙収入 専売益金
実額|比率 実額|比率 実額|比率 実額|比率 実額|比率 実額|比率
1913年 93.2 19.9 21. 0 4.5 19.9 4.3 73.7 15.7 30.8 6.5 69.3 14.8 
1914年 95.8 22.4 23.4 5.5 16.9 4.0 44.2 10.4 28.8 6.7 54.6 12.8 
1915年 84.6 20.5 22.7 5.5 15.5 3.7 32.2 7.8 32.1 7.8 68.8 16.6 
1916年 89.8 19.8 22.4 6.0 16.8 3.7 35.9 7.9 38.7 8.5 67.1 14.8 
1917年 109.7 19.0 29.8 5.3 19.2 3.4 45.2 8.1 52.8 9.4 77.6 13.8 
1918年 120.6 16.0 36.4 4.8 23.3 3.1 68.9 9.1 65.3 8.7 89.5 11. 8 
『明治以降本邦主要経済統計J226~8 Pより作成。
第14表特別会計歳出
z別会言|専売局|製鉄所[鉄 書d
実 1913年 2.78 0.50 0.15 1. 80 0.27 0.12 0.12 
1914年 2.88 0.46 0.16 1. 87 0.24 0.10 0.10 
額 1915年 2.86 0.44 0.18 1. 75 0.45 0.10 0.10 
'" 1916年 3.68 0，46 0.23 2.01 0.86 0.13 0.12 
億円 1917年 4.60 0.60 0.30 2.92 0.64 0.16 0.15 
1918年 6.97 0.85 0.56 4.63 0.74 0.23 0.21 
1913年 33.9 6.1 1.8 22.0 3.3 1.5 1.5 
比 1914生ド 41. 5 6.6 2.3 26.9 3.4 1.4 1.4 
1915年 43.4 6.7 2.7 26.6 6.8 1.5 1.5 
率 1916年 49.5 6..2 3.1 27.1 11. 6 1.7 1.6 
/¥% ー「ノ、1917年 49.0 6.4 3.2 31.1 6.8 1.7 1.6 
1918主ド 57.3 7.0 4.6 38.0 6.1 1.9 1.7 
対年 1914年 1. 04 0.92 1. 07 1. 04 0.89 0.83 
1915年 0.99 0.96 1.13 0.94 1. 88 1. 00 1. 00 
比伸び 1916年 1. 29 1. 05 1. 28 1. 15 1. 91 1. 30 1. 20 
1917年 1. 25 1.30 1. 30 1. 45 0.74 1. 23 1. 25 
倍 1918年 1. 52 1. 42 1. 87 1. .59 1. 16 1. 44 1. 40 
『長期経済統計7 財政支出J156-，.-9 Pより作成。各々の特別会計には，その他を含む。
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(単位百万円〉
地租!所得税 法人税 営業収益税 相続税 合計
実額|比率実額|比率 実額l比率 実額|比率 実額|比率 実額|比率
74.6 15.9 35.6 7.6 (13.1) (2.8) 27.4 5.8 3.4 0.7 469.6 100.。
74.9 17.5 37.2 8.7 (13.2) (3.1) 28.6 6.7 3.3 0.8 427.1 100;0 
73.6 17.8 37.6 9.1 (14.7) (3.6) 21. 5 5.2 3.4 0.8 413.6 100.0 
73.3 16.1 51. 3 1. 3 (26.7) (5.9) 22.8 5.0 4.1 0.9 454.4 100.0 
73.5 13.1 94.6 16.9 (59.4) (10.6) 26.4 4.7 4.6 0.8 560.9 100.0 
73.5 9.7 122.8 16.3 (61. 9) (8.4) 34.4 4.5 4.6 0.6 755.7 100.0 
書別会告|公債金|星醒雲lF塁組 li盟|芸品
3.80 3.01 0.19 0.09 1. 41 8.19 
2.71 2.11 0.21 0.09 1.17 6.94 
2.46 1. 97 0.19 0.09 1. 09 6.59 
2.39 2.08 0.27 0.10 1.14 7.43 
3.01 2.10 0.39 0.11 1. 51 9.39 
3.38 2.49 0.51 0.14 1. 45 12.1 
46.4 36.8 2.3 1.1 17.2 100.0 
39.0 30.4 3.0 1.3 16.9 100.0 
37.3 29.9 2.9 1.4 16.5 100.0 
32.2 28.0 3.6 1.3 15.3 100.。
32.1 22.4 4.1 1.2 16.1 100.0 
27.8 20.5 4.2 1.2 11.9 100.0 
0.71 0.70 1.11 1.00 0.83 0.85 
0.91 0.93 0.90 1.00 0.93 0.95 
0.97 1. 06 1. 42 1.11 1. 05 1.13 
1. 26 1. 01 1. 44 1. 10 1. 32 1. 26 
1.12 1. 19 1. 31 1. 27 0.96 1. 30 
- 43-
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みせた。こうした租税収入の動向にみられる特徴は，結局，地租にかわって所
得税や酒税その他の間接税が漸次中心を占めるようになったことにあると言う
ことができょう。
次に，再び第12表に戻って第2位の前年度繰入れ金をみると，比重は低下し
ているが，伸びは景気回復による自然増収で1915年に上昇する。しかし，以降
再び低下して結局，順位も次の官業・官有財産収入と入れ替わり第3位に低下
している。
官業・官有財産収入は，比重・伸びともに，この時期の積極的官営企業「自
立」経営を反映して増大・上昇し第3位から第2位へ躍進した。それに対し
て，公債収入は債務国から債権国への移行にともない，国債発行の減少，外債
償還と相まって比重・伸びともに低下を示した。こうして結局，歳入総額は，
1915年までは低下，同年末の景気回復以降，増大に転じるのである。
第15表地方財政歳出
行政費 警察・消防費 土木費 教育費
実額|比率実額|比率実額!比率実額|比率
実
額億) 円 1913 年 0.36 1 11 1 0.16 1 5 I 0.56 ¥ 17 1 0.79 1 24 
1914年 0.371 11 10.171- 510.631 1910.771 24 
1915年 0.371 12 1 0.17 1 5 1 0.58 1 18 1 0.78 1 25 
比率% 1 9 1 6 年 0.381 11 1 0.181 51 0.451 141 0.821 25 
1917年 0.421 11 I 0.20 I 5 I 0.52 I 13 I 0.94 I 24 
1918年 0.521 10 1 0.26 1 5 1 0.71 1 14 1 1. 26 1 25 
高 1914年1.03 1 1.06 1.13 0.97 
1915年 1.00 1.00 0.92 1.01 
1916年 1.03 1.06 0.78 1.05 
1917年 1.11 1.11 1.16 1 1.15 
富山年 1.24 13o 1.37 1.34 
『長期経済統計7 財政支出_n193Pより作成。
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② 国家財政(特別会計〉
まず，第14表より特別会計規模を，第9表の一般会計規模を指数100として
比較してみると， 1913'""16年期に143→107→113→126と推移しているように，
いずれも特別会計規模が上まわっていた。臨時軍事費特別会計とともに，この
時期の軍事=経済「自立」化政策の基本部分が，この特別会計を中心にして推
進されたものと言えよう。
そこで，その構成をみると，順位第1位の国債整理基金は，比重を37%から
28%へ低下させ，伸びは1916年に若干上昇しているが，ほとんど停滞してい
る。先述した通り国債現在高の減少に対応したものと言えるが，それだけ部分，
鉄道，製鉄所その他の重要施策会計に移すことが可能となった。したがって，
国債整理基金とは逆に第2位の鉄道会計は，比重を22%から27%へ増大させて
第1位に接近し，伸びも 7ヶ年計画を反映して1916年から以降上昇に転じてい
るO 第3位の外地会計は朝鮮・台湾費用であるO その比重は， 1916年にかけて
低下しているが，伸びは1916年に至って逆に上昇に転じている。その他，陸海
社衛会生事費業・ 勧業費 公債費 電事気業費・ガス その他 よ口』 言十
実額|比率 実額|比率 実額l比率 実額|比率 実額|比率 実額|比率
0.24 7 0.15 5 0.29 9 0.26 8 0.46 14 3.27 100 
0.21 6 0.13 4 0.32 10 0.19 6 0.48 15 3.27 100 
0.21 7 0.13 4 0.30 9 0.15 5 0.48 15 3.18 100 
0.24 7 0.14 4 0.49 15 0.14 4 0.50 15 3.34 100 
0.25 6 0.14 4 0.41 11 0.38 10 0.64 17 3.88 100 
0.41 8 0.22 4 0.59 12 0.26 5 0.83 16 5.04 100 
0.88 0.87 1.10 0.73 1.04 1.00 
1. 00 1.00 0.94 0.79 1. 00 0.97 
1.14 1. 08 1. 64 0.93 1. 04 1. 05 
1. 04 1. 00 0.84 2.64 1. 28 1.16 
1. 64 1. 57 1. 44 0.70 1. 30 1. 30 
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軍工廠会計は先述した通りその他軍事・戦争関連費と合わせて検討する必要が
あるが，製鉄所，専売，預金部等の会計とともに，大むね比重・伸びともに増
大・上昇して， I自立」化政策や貿易金融政策の重要な一翼を担ったものと言
うことができょう。
①地方財政
1.歳出
まず，第15表より地方財政規模を，第9表の国家財政(一般会計〉と比較し
てみると明らかなように，地方財政は大むね国家財政の50"-'57%にものぼった
ことが分る。これだけの規模・巨額の地方財政を軍部や独占資本は決して地方
官僚や地方支配層にすら一任することはなかった。
そこで，まず地方財政歳出の総額よりみていくと， 1915年までは低下してい
るが，同年末の景気回復と国政委任事務の増大(経費増大〉を反映して，以降
増大・上昇に転じている。そのうち第1位の教育費は， 24"-'25%の比重を占め
第四表地方財政歳入
租 税 補助交付金 繰日 年越 年金 地方債 メそ口斗の他含三むH 
実額|比率 実額 l比率 実額|比率 実額|比率 実額|比率
震億 1913年 1. 90 51 0.22 6 0.58 15 0.25 7 3.76 100 1914年 1. 90 51 0.24 6 0.48 13 0.30 8 3.75 100 
1915年 1. 88 51 0.25 7 0.46 13 0.24 7 3.67 100 
比率( ) %
1916年 1. 98 51 0.22 6 0.47 12 0.26 7 3.87 100 
1917年 2.26 47 0.23 5 0.49 10 0.72 5 4.83 100 
1918年 2.82 47 0.39 6 0.94 16 0.26 4 6.00 100 
対前年端び
1914年 1.00 1. 09 0.83 1. 20 1.00 
1915年 0.99 1. 04 0.96 0.80 0.98 
1916年 1.05 0.88 1. 02 1. 08 1. 05 
1917年 1.14 1. 05 1. 04 2.77 1. 25 
倍 1918年 1. 25 1. 70 1. 92 0.36 1. 24 
『明治以降本邦主要経済統計j152Pより作成。
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て伸びも一貫して上昇しているO 第2位の土木費は比重を17%から14%へ低下
させ，伸びも低下傾向にあって，地方独自の単独事業をあとまわしにせざるを
得ない状況にあったことを示している O 第3位の行政費は，国政委任事務の増
大と相まって11%前後の比重を占め，伸びも上昇傾向を示した。その他，地方
財政固有の事業費である電気・ガス事業費は， 1916年まではむしろ比重・伸び
ともに低下し，地方の「近代」イ七が未だ、本格的にテイク・オフをしていない状
態を映し出していたと言うことができょう。
2. 歳入
第16表より地方財政歳入をみると，第1位の租税は，比重で51%のラインを
恒常化しており，伸びでは1915年まで、低下したのち，景気回復で反転・上昇し
た。第2位の繰越金は，比重を低下させたが，伸びでは自然増収で1915年以降
やや上昇を示している。補助交付金は，比重で6'"'-'7%のライ γを占めたが，
伸びでは国家財政の地方配布金切り下げ策を反映して1915年以降低下した。
このように国家財政は軍事費，植民地経営費等をはじめ軍事的性格の強い産
業育成費にまわされ，一般産業助成費や社会政策費，その他教育費等の多くは
特別立法や国庫補助金支出(土木費や教育費の一部補填〉によって地方財政に
委譲されたが，この場合，補助金交付金の低額による不足のとき，社会政策の
不徹底(住民の犠牲〉や地方の超過負担=地方債の増大・累積〈住民負担・第
第17表地方債現在高 (単位百万円)
都道府県債 郡 {責 市 債 町村債 組合債 l口』 計
実額|比率 実額|比率 実額|比率 実額|比率 実額|比率 実額|比率
1913年 44 13.9 2 0.6 251 79.4 11 3.5 7 2.6 316 100.0 
1914年 49 15.0 2 0.6 254 77.9 12 3.7 8 2.8 326 100.0 
1915年 54 16.1 2 0.6 260 77.4 11 3.3 8 2.6 336 100.0 
1916年 52 15.3 2 0.5 265 78.2 10 2.9 8 3.0 339 100.0 
1917年 54 14.3 2 0.5 201 79.9 10 2.7 9 2.6 377 100.01 
1918年 58 14.9 2 0.7 308 79.2 11 2.8 9 2.6 389 100.0 
『明治以降本邦主要経済統計j162Pより作成。
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17表参照〉とし、う地方住民へのしわょせとなってあらわれてござるを得なかっ
たので、ある。第17表の地方債累積額をみても分る通り，市町村，なかでも市債
に集中しており，人口の自然、増加や教育の普及等を通じて，特に市町村財政を
窮乏化させる原因となったので、ある O
大陸〈中国〉政策の強行と寧部・財界(独占資本〉の要請にもとづく産業
「自立」化政策推進のために，地方財政は逼迫し，住民の生活関連費用は切詰
められ，借金財政の負担だけが押しつけられる結果を招いたものと言うことが
できょう。
〔註〕
(1) 外務省編『日本外交年表並主要文書・上j)380P・402PC文書)。
(2) 義井博「第一次世界大戦の発生とその展開JC!r岩波講座世界歴史・ 24・現代1J])41 P。
(3) 外務省前掲書。
(4) 松井清編『近代日本貿易史』第 3 巻38~9 P C表1・16)参照。
(5) 向上書45PC表1・19)参照。
(6) 向上書30PC表1・11)参照。
(7) 日本を東洋の金融中心地にしようとする考 付表1. 日本の中国貿易 (億円〉
え方については，井上準之助「東洋に於ける
日本の経済上及び金融上の地位JC!r井上準之
助論叢C2 )j) 153 P以下参照。星高見誠良「円
為替圏構想とその現実JC!r経済学雑誌j)67巻
3号)45P。インド，中医，インドネシアの
銀貨流通圏を中ににした円為替圏構想に対し，
|輸出|輸入|出超|
1913年 2.18 ¥ 0.93 ¥ 1.25 
1914年 2.18 ¥ 0.91 ¥ 1. 27 
1915年 1. 91 1.15 0.76 
1916年 2.65 1. 44 1. 21 
1917年 4.41 1. 88 2.53 
1918年 5.39 3.83 1. 56 
朝鮮→満州→中国へ北進する円系通貨圏構想 レーマー『列国の対支投資j)508P 
が対抗することになる(同48P)。 より作成。
(8) レーマー『列国の対支投資j)522P。
(9) 向上書 493P。
(10) 向上書 475~8 Pより算出。
ω 『加藤高明伝・下j) 205P。
(回~ !r原敬日記⑥j) 387P 0 21ケ条要求について，在満日本人の一人は「本条約の発表
せらるるや吾同胞の満蒙事業に嘱目注意するもの翁然、として衝突の概あり」と述べ℃
いるく中西勝彦「中国国民革命期における在満日本人の意識JC!r法学雑誌j)25巻2
号)150P)。
- 48ー
ω 外務省前掲書 400P・403P(文書〉。
(14) 義井博前掲論文43P。
同 『商工政策史j17巻174~5 P。
側外務省前掲書 418~9 P (文書〉。
(17) 向上書 416~7 P (文書〉。
(同姫田光義他『中国近現代史』上巻 221~2 P参照。
側 『田中義一伝記・上j 418P。
側向上書 646P。外務省前掲書 210~11P (年表)。
-347-
ω 栗原健編著『対満蒙政策史の一面j 148~ 9 P。満州、|駐屯第17師団長本郷房太郎中
将等は，参謀本部の工作に反対し，逆に張作震を援助しての「満州独立」を建策して
いるが，満蒙支配をめざす点での本質は変るところがなかった。
ω 向上書 151~2 P。
側 向上書 157P。北村敬直編『夢の七十余年一一西原亀三自伝j108~18P参照。
ω 外務省前掲書 212~3 P (年表〉。
帥 向上書 429~30P(文書〉。鄭家庖事件に対して， 1917年1月22日，日中両国が公文
交換し，奉天督軍の陳謝と関係将校の処罰を約束しているが，満州版21条要求につい
ては拒絶している。
(26) ハリマン問題につし、ては，安藤彦太郎編著『満鉄j19~25P参照。
帥 防衛庁防衛研修所戦史室『大本営陸軍部j158~160P 。
側外務省前掲書 209~10P(年表〉。
倒向上書 420~1 P (文書〉。
側 『商工政策史j6巻32P第4表参照。
ω 『日本金融史資料j22巻25P。
ω 『現代日本産業発達史 XXVI銀行j 179~80P 。
倒 『日本金融史資料j22巻 234~5 P。
ω 利谷信義・本間重紀「天皇制国家機構，法体制の再編J(~大系日本国家史 5 ・近代 llj)
176P。
倒 向上書 178P。防務会議規則と設置およびその役割・展開については，防衛庁前掲
書192~4 P参照。
側 『昭和財政史j 1巻33P第14表。
的 『明治大正財政史j 1巻 360P。
(38) U現代日本産業発達史XXII陸運・通信j71~3 P。
側 『明治大正財政史j 1巻 206P。
ω 向上書 390P。
ω 「現代日本産業発達史XXII陸連・通信j98P表210
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ω 『長期経済統計14 財政支出Jl 156~7 P。
ω 『商工政策史Jl4巻 141P。
ω 『現代日本産業発達史XIII化学工業上JI 211Pおよび229P。
ω 向上書 242~3 P。
附向上書 258~60P 。
的 『商工政策史Jl17巻170~1 P。
側 『日本金融史資料Jl22巻 383P付表。
側商工政策史17巻 175P。
側向上書 171~2 P。
$1) 同上書4巻 138P。
倒向上書 142P。
側 その意味では，のちに構築される戦時=有事体制としての軍需工業動員法体制(戦
時国家独占資本主義〉が，ひとり軍部のみをそのトレーガーとしていたので、はなく，
官僚機構はもちろん，独占プノレジョアジーにおいても，その意向を包含していたもの
と言えよう(利谷，本間前掲論文 172P参照〉。
(54) ff'商工政策史Jl 4 巻163~246P にーわたって膨大な答申書が掲戴されている。
倒 『日本金融史資料Jl22巻36~8 P。
同向上書 48~51P 。
関側 田中生夫「大正期の日本銀行金融政策Jcr講座日本資本主義発達史論IJl)87P。
『明治大正財政史Jl14巻851~4 P。
側 『日本金融史資料j]22巻 147~8 P。
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